
 

国立大学法人小樽商科大学文書処理規程 

 

（昭和５５年４月１日制定） 

 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この規程は，国立大学法人小樽商科大学（以下「本学」という）における文書の適正，

敏速，円滑な処理を図るために必要な事項を定め，もって事務能率の向上に資することを目

的とする。 

 （定義） 

第２条 この規程において，「文書」とは，その内容が本学の所掌事務に係るもので，次の各

号に掲げるものをいう。 

 (1) 起案文書 

 (2) 組織名又は職名を宛名とする接受文書（以下「接受文書」という。） 

 (3) 組織名又は職名をもって発する文書（以下「発送文書」という。） 

２ この規程における用語の定義は，次の各号のとおりとする。 

 (1) 「回議」とは，文書を順次直近の上司を経て，各々の承認を得ることをいう。 

 (2) 「合議」とは，文書の内容に関連をもつ他の課等の合意を得ることをいう。 

 (3) 「決裁」とは，それぞれの文書についての最終責任者の承認を得ることをいう。 

 (4) 「部局」とは，事務局，附属図書館，言語センター，保健管理センター，情報総合セン

ター，アドミッションセンター，グローカル戦略推進センター，国際連携本部をいう。 

 (5) 「課等」とは，事務局の各課，附属図書館，言語センター，保健管理センター，情報総

合センター，アドミッションセンター，グローカル戦略推進センター，国際連携本部をい

う。 

 （文書処理の総括） 

第３条 総務課長は，本学における文書の処理が，この規程に定めるところにより的確に行わ

れるよう，文書の処理に関する事務を総括する。 

２ 文書の処理が遅れたときは，総務課長は，当該課等の長に督促することができる。 

 （文書担当係） 

第４条 各課等に別表第１に掲げる文書担当係を置き，この規程の定めるところにより，当該

課等における文書の処理にあたらせる。 

 （文書の処理） 

第５条 文書の処理は，適正，敏速かつ円滑に行わなければならない。 

２ 職員が出張，休暇等で不在になるときは，あらかじめ文書の処理状況を直属の長に申し出

なければならない。 

３ 前項の申し出を受けた直属の長は，必要があるときは，他の職員に文書の処理を命ずる等

事務に支障がないようにしなければならない。 

 （至急文書の処理） 

第６条 至急文書は，他の文書に優先して処理するものとし，当該原議書等に赤色の付せんを

付するものとする。 



 

 （文書の記号及び番号） 

第７条 接受文書及び発送文書には，別表第２に掲げる区分による記号及び番号を付するもの

とする。ただし，簡易な文書及び部内文書については，記号及び番号を付さないことができ

る。 

２ 文書番号は，毎年４月１日をもって更新する。 

３ 同一案件の文書については，完結するまで同一の番号を用いるものとする。ただし，必要

に応じ枝番を付することができる。 

   第２章 起案 

 （起案用紙） 

第８条 起案文書の用紙は，別に定めのあるものを除き，本学所定の原議書（別記様式第１号）

を用いるものとする。 

 （起案の基準） 

第９条 起案文書の書式は「公文書の書式と文例」（昭和４９年文総主第９２号）等に準拠す

るものとする。 

 （起案文書の作成） 

第１０条 文書の起案にあたっては，次の各号により正しくていねいに書くように努めなけれ

ばならない。 

 (1) 起案文書は，左横書きとする。ただし，特に縦書きの必要があるものについては，この

限りでない。 

 (2) 起案文書は，原則として１案件につき１起案とする。 

 (3) 起案文書には，その起案の原因となる文書及び関係資料を添付するものとする。 

 (4) 文書のとじ方は，左とじとする。ただし，縦書きのもの及び縦書きの関係資料が添付さ

れているものは，右とじとすることができる。 

 (5) 文案を訂正するときは，その箇所を複線をもって消し，その上に訂正印を押す。 

 （起案文書の区分） 

第１１条 起案文書は，次の区分によるものとし，当該文書の区分を件名の末尾にかっこ書す

る等明示しなければならない。 

通  知 事実の通知及び意思の伝達に関する文書 

依  頼 依頼に関する文書 

照  会 回答を要求する文書 

報  告 法令等に基づいて報告する文書 

回  答 依頼，協議，照会等に対し回答する文書 

発  令 人事の発令に関する文書 

申  請 許可，認可，承認等を求めるために提出する文書 

伺  定 規則，規程，基準，内規等を定める文書 

供  閲 閲覧に関する文書 

許  可 許可，認可に関する文書 

伺  い 資料作成，経費支出，予算要求等の伺いに関する文書 

証  明 大学名又は，学長名等による事実の存在を証明する文書 

内  簡 礼状等簡易な文書 



 

事務連絡 単なる事務的な連絡文書 

 （供閲） 

第１２条 供閲の文書は，原議書を用い，又は適宜の方法により，閲覧に供するものとする。 

２ 起案を要する文書であらかじめ上司の指示を受ける必要がある場合，又は事前に関係者の

閲覧に供することが必要と認められるものについては，起案の前に供閲するものとする。 

３ 供閲文書のうち，処理，希望又は意見等の必要なものについては，関係課等においてこれ

に対する措置，意見等を付記しなければならない。 

   第３章 合議及び決裁 

 （合議） 

第１３条 文書の内容が他の課等の所掌事務に関係ある場合は，当該課等に合議しなければな

らない。ただし，事前に関係課等と協議し意見の調整ができたとき，又は決裁を受けた後，

その内容を関係課等に連絡することをもって足りるときは，合議を省略することができる。 

２ 前項の規定により合議を受けた課等は，速やかに当該文書を査閲し，主管課等に回付しな

ければならない。 

 （合議文書の訂正） 

第１４条 合議を受けた課等において，合議文書に訂正を要すると認めたときは，起案の課等

と協議しなければならない。 

２ 合議文書を訂正しようとする者は，その箇所に押印して訂正するか，又は原議書の意見記

入の欄にその旨を記入しなければならない。 

 （決裁） 

第１５条 起案文書は，回議のうえ決裁を得て施行しなければならない。 

２ 学長の決裁又は承認を要する起案文書については，事務局長を経なければならない。 

３ 別表第３の決裁事項欄に掲げる事項については，同表決裁者欄に掲げる決裁者の決裁を受

けなければならない。 

 （専決） 

第１６条 前条第３項の規定にかかわらず別表第４の専決事項欄に掲げる専決者の決裁をもっ

て，決裁者の決裁に代えることができる。 

 （代決） 

第１７条 文書の決裁者が出張等により不在の場合で，施行の急を要する文書にあっては，定

型的又は軽微な内容を有するものに限り，次の各号に掲げるところにより代決することがで

きる。ただし，事後において決裁者の承認を得なければならない。 

 (1) 学長名は，事務局長 

 (2) 部局の長名は，主管課等の長 

 (3) 課等の長名は，課長代理又は課等の長があらかじめ指名した者 

２ 前項の規定により，代決を行う場合には，原議書等の代決する者の欄に「代」の表示をし

なければならない。 

 （起案文書の変更及び廃案） 

第１８条 起案文書の決裁を得る過程において，起案の趣旨に著しい変更があった場合，又は

廃案となった場合は，起案者は，上司及び合議を行った先にその旨を連格しなければならな

い。 



 

   第４章 接受及び配付 

 （文書の接受） 

第１９条 第２条第１項に掲げる接受文書は，総務課総務係において接受する。 

２ 職員が文書を直接受け取った場合は，速やかに総務課総務係に回付しなければならない。 

３ 前各項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる文書は，直接主管の課等において接受する

ことができる。 

 (1) 職員及び学生から提出される請願届等の文書 

 (2) 入学志願者から提出される受験関係書類 

 (3) 学生の就職に関する書類 

 (4) 見積書，請求書，領収書，図面等の財務，施設関係書類 

 (5) 図書，雑誌，印刷物等 

 (6) その他部内文書及び簡易な文書 

 （文書の配付） 

第２０条 総務課総務係において文書を接受したときは，次の各号によって処理する。 

 (1) 普通文書は，総務課総務係において開封し，別記様式第２号による受付印を押印し，第

７条第１項に定める記号・番号及び受付年月日を記入するとともに文書処理簿（別記様式

第３号）に所定の事項を記入し各課等文書担当係に配付する。 

 (2) 特に重要又は緊急と認められる文書は，受付前に総務課長を経由して，学長又は関係部

局長に供閲しなければならない。 

 (3) 文書の内容が複数の主管課等にわたる場合は，その関係の最も深いと認められる課等に

配付するものとする。 

 （特殊郵便物等） 

第２１条 特殊郵便物等の取扱いについては，次のとおりとする。 

 (1) 親展文書は，封かんのまま取扱い，親展文書受配簿（別記様式第４号）に所定事項を記

入の上，名宛人に配付する。ただし，学長及び事務局長あてのものは総務課長に，他の部

局長あてのものは，当該文書担当課等の長に配付する。 

 (2) 書留等の郵便物は，特殊郵便物受配簿（別記様式第５号）に所定事項を記入のうえ受領

欄に受領印を徴して配付する。 

 （誤配文書の返付） 

第２２条 誤配された文書は，遅滞なく総務課総務係へ返付しなければならない。 

   第５章 施行及び発送 

 （施行年月日等） 

第２３条 決裁を得た文書の施行年月日は，決裁の日とする。 

２ 発送文書の発信年月日は，決裁の日とする。ただし，特別の理由があるものについては，

決裁の日と異なることができる。 

 （発送文書の回付） 

第２４条 発送文書は，原議書に決裁年月日を記入の上，総務課総務係に回付しなければなら

ない。 

 （発送文書の点検） 

第２５条 総務課長は，発送文書に違式，誤字，脱字その他公用文として不適当な箇所がある



 

ときは，訂正することができる。 

 （文書処理簿への記入） 

第２６条 発送文書の回付を受けた総務課総務係は，原議書及び文書処理簿に次の各号に掲げ

る事項を記入しなければならない。 

 (1) 文書記号及び文書番号 

 (2) 発信年月日 

 (3) 発信者名 

 (4) 受信者名 

 (5) 件名 

 (6) その他当該文書の処理上必要な事項 

２ 発送文書のうち，挨拶状，案内状等簡易な文書については，前項の手続きを省略すること

ができる。 

 （浄書及び照合） 

第２７条 発送文書の浄書及び照合は，原則として起案課等において行うものとする。ただし，

特別の事情ある文書については，総務課総務係で行う。 

 （公印の使用） 

第２８条 公印の使用は国立大学法人小樽商科大学及び国立大学法人が設置した小樽商科大学

の公印規程の定めるところによる。 

 （発送） 

第２９条 文書の発送は，総務課総務係において文書発送簿（別記様式第６号）に所定の事項

を記入の上，発送するものとする。 

 （電報及びレタックスの発信） 

第３０条 電報及びレタックスは，総務課総務係において発信するものとする。 

   第６章 秘密文書の取扱い 

 （秘密文書） 

第３１条 「秘密文書」とは，第２条第１項各号に掲げる文書，その写，その他の書類，図書，

写真等記録されたすべての資料で，秘密保全の必要のあるものをいう。 

２ 秘密文書の指定及び作成は，必要最低限にとどめるよう努めるものとする。 

 （秘密文書の区分及び指定等） 

第３２条 秘密文書は，次の各号に掲げるところにより区分するものとする。 

 (1) 極秘 秘密保全の必要が高く，その漏洩が，本学の利益に重大な損害を与えるおそれの

あるもの 

 (2) 秘 極秘に次ぐ程度に秘密保全の必要があり，関係者以外に知らせてはならないもの 

２ 前項の規定による秘密文書の区分の指定は，極秘の区分にあっては学長，秘の区分にあっ

ては当該秘密文書の部局の長（以下「指定者」という。）が行う。 

３ 指定者は，前項の指定を行うときは，秘密文書として取り扱う期間（以下「秘密取扱期間」

という。）を定めなければならない。 

４ 秘密取扱期間が満了する前に当該秘密文書を秘密にしておく必要がなくなった場合は，指

定者はその指定を解除し，その旨を関係者に連絡しなければならない。 

 （秘密文書の表示等） 



 

第３３条 秘密文書の指定がなされたときは，総務課長は，秘密文書に当該秘密文書の区分，

秘密取扱期間及び主管の課等の名称を表示し，一連番号を付すこととする。 

 （秘密文書の取扱責任者） 

第３４条 秘密文書の取扱責任者（以下「取扱責任者」という。）は，課等の長とする。 

２ 取扱責任者は，当該秘密文書の保管，浄書，照合及び処分等にあたっては，その秘密がも

れないよう細心の注意を払って取り扱わなければならない。 

 （秘密文書の回議） 

第３５条 秘密文書を回議するときは，取扱責任者又は取扱責任者が指命する者が持ち回りす

るものとする。 

 （秘密文書の写の作成） 

第３６条 極秘に指定された秘密文書は，写を作成してはならない。 

２ 秘に指定された秘密文書は，指定者の承認を得て写を作成することができる。 

３ 写を作成するときは，原議書にその部数及び配付先を明記しなければならない。 

 （秘密文書の保管及び処分） 

第３７条 秘密文書を保管するときは，施錠のできる書庫に保管するものとする。 

２ 秘密文書を保管する必要がなくなったときは，当該秘密文書を焼却する等復元することが

できない方法により処分しなければならない。 

 （行政機関等の秘密文書の取扱い） 

第３８条 行政機関（国立大学法人等独立行政法人を含む）等から接受した秘密文書は，当該

秘密文書の区分を尊重し，この章に定めるところに準じて取り扱うものとする。 

   第７章 編集，保存及び廃棄 

 （文書の編集方法） 

第３９条 文書は，次の要領で編集するものとする。ただし，特別なものについては，この限

りではない。 

 (1) 原則として同一種類及び同一保存期間のものは，施行月日順に編集する。 

 (2) ２年以上にわたる文書は，完結の年に属する簿冊に編集する。 

 (3) 数種類にわたる文書は，もっとも関係の深い簿冊に編集する。 

 (4) 製本する場合は，綴番号，年月日及び件名を記載した編集目録（別記様式第７号）をつ

ける。 

 （保存及び廃棄） 

第４０条 文書の保存及び廃棄については，別に定める。 

   附 則 

１ この規程は，昭和５５年４月１日から施行する。 

２ 昭和２７年４月１日付け施行の小樽商科大学文書処理規程は，廃止する。 

   附 則 

 この規程は，昭和６１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，昭和６３年３月２８日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，昭和６４年１月１日から施行する。 



 

   附 則 

 この規程は，平成元年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成元年５月１０日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成元年５月２９日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成６年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成６年６月２４日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成２０年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この規程は，平成２１年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この規程は，平成２２年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この規程は，平成２３年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この規程は，平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は，平成２８年４月１日から施行する。 



 

附 則 

 この規程は，平成２８年７月１９日から施行する。 

附 則 

 この規程は，平成３０年１０月１日から施行する。 

 

 


